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「安心できる保育園ふやして！2016」チームとは 

私たちは、保育園を考える親の会（１９８３年発足）から 
生まれた、有志のアクションチームです。 
 
今の保育園のありかたに様々な課題意識を持つ、 
現役の保育園パパ・ママを含む親たち約30名で構成さ
れています。 
 
○国・自治体に声を届けること 
○適切な情報開示など、具体的な要望を提出すること 
○親たちの間でもこの問題を勉強すること 
○SNSやWEBサイトの活用によって、 
　世論に訴えること 
 
などが主な活動です。 

保育園を考える親の会公式サイト　h"p://www.eqg.org/oyanokai/	  
チーム特設WEBサイト　　　　　　　 　h"p://oyanokai-‐ac8on.com/	

＜チーム特設WEBサイト＞	
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×保育園を増やしてほしい 
 

○安心できる保育園を増やしてほしい 

わたしたちの願い 

安心できる保育園とは？ 
 

#1 子どもが安心して育つことができる 
#2 親が安心して預けられる 
#3 保育者が安心して働ける 

 
３つの安心は私たちの社会の未来を担う次の世代の育成につながります。 
明るく活力のある社会のためにも、安心できる保育の場を、もっと。 
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企業主導型保育事業とは？ 

一億総活躍プランにおける、待機児童解消のための目玉政策。 
 

一般事業主が主体となって設置するこれまでの事業所内保育所のほか、 
 

保育事業者が設置する施設を複数の企業が契約して利用する形があり、 
 

まったくの“認可外”保育施設に“認可並み”の補助金を投入する制度。 

１	   ２	   ３	  

設置 

設置 

一般事業主が設置主 保育事業者が設置主 既存認可外の空き枠利用 

契約 

従業員が利用 

従業員が利用 

契約 従業員が利用 

保育事業者 
が設置 従業員が利用 従業員が利用 

契約 
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企業主導型保育事業のアピールポイント 

一見、良いことづくめのように見える 

多様な 
就労形態に 
対応！ 

市町村を 
通さず 

スピーディに 
設置できる！ 

地域枠で 
待機児童も 
解消！ 

認可並の 
補助金！ 
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実際には・・・ 

市町村の 
関与が薄い 
「承認」は 
児童育成協会 

 

困った時も 
直接指導 
したり、 
助けて 
もらえない 

地域枠は任意 
& 

認可外なのに 
待機児童扱い
にならない 

基準は 
認可保育所 
よりも低く、 
「逃げ道」 
もある 

課題が山積みである・・・ 

＊認可保育所には、認可、指導監査、利用調整、費用の給付、保護者の苦情対応などを通して自治体が関与。 
　 いざというときは公務員保育士が入って支援することもある。 
＊いろいろな調査でも、地域の認可保育所を増やして欲しいという意見が多数。首都圏では基本的に電車登園となり負担大。 
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財源が事業主拠出金だから、企業にお金を還元するのは当然？ 
 

社会全体で子ども・子育てを支える 
⬆️ 

子ども・子育て支援新制度検討段階で示された構想 
経営者団体の反対により拠出金の積み増しは挫折 

子ども・
子育て 

国 

地方 

事業
主 

個人 
No	  	  	  
事業主拠出金は以前から児童手当の財源 
にもなっており、 
全国の事業主が拠出しています。 
 
社会全体で子ども・子育てを支えるために 
集められたお金です。 
 
持続可能な社会づくりのために 
再分配されるべき国の財源です。 
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政府の待機児童対策での位置付け 

待機児童対策の予算に占める割合は大きい・・・ 

約１０万人	 約１０万人	

緊急対策　追加分 

①２０１６～の保育の受け皿整備量のうち、約４分の１を企業主導型で担う予定 

旧目標（４０万人分中、2015までに３０万人分は増済み） 
企業主導型保育 

5万人 

②一億総活躍プランの中では、保育士の待遇改善の約２倍の予算配分 

多様な保育サービスの充実：８３５億円　　保育士待遇改善：４１４億円 
（企業主導型保育等） ※一億総活躍プランの中ではこの２つ以外に、保育所に関する予算はない。 

※子ども・子育て支援制度発足時に先送りになった3000億円分の質の向上のための項目も実現しておらず、さらに消費税の延期により待機
児童対策の財源に不安がもたれている中、この制度に835億円もの予算が投入されることには、大きな疑問があります。	 8	
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出典：調査名：「日経DUAL　保活体験アンケート」	  
・実施期間：2015年１月７～23日	  
・回答数：736人 （女性 690人、男性 46人）　	  
主に2012～15年の保活経験者	

保護者のニーズとの不一致・・・ 
 

約９割の保護者が地域の認可保育園を希望している 

	  
大田区保護者による調査（2016	  年 3	  月 26	  日～4	  月 1	  日）	  
WEB	  アンケートにて 203	  名の回答（うち、集計に用いた有効回答数は 191	  名分）	
おもにFacebookグループの大田区情報コミュニティにて回答を募集	
h"p://mama-‐hack.com/wp-‐content/uploads/2016/04/ota-‐hokatsu20160408.pdf	   9	
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認可と認可外では、死亡事故発生率に大きな差 

出典：内閣府「教育・保育施設等における事故報告集計」 (2016)	  
	  
＊留意点：2015年の死亡事故件数は14件。行政の関与が強い制度の施設ほど	  
　死亡事故発生率は低く、その違いは十倍〜数十倍にもなる。この傾向は毎年変わらない。	10	
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改善要望一覧 

助成対象承認時に審査を	  
	  

補助金承認の段階で、財務面だけでなく、現在
運営している施設の体制（監査結果も含む）や、
保育内容についての専門家による審査等の	  
フィルタリングが必要です。	
	
特に、重大事故を起こしたにもかかわらず、	  
第三者による検証が行われていない事業者、	  
自治体で問題を把握している事業者などは	  
助成不可とすることを強く求めます。	

保育士比率の向上	  
	  

そもそも小規模保育の基準（保育士を５割以上）
が、東京都の認証保育園（６割以上）よりもさらに
緩和されている点に大きな問題があります。	  
	  
さらにこの制度は、質の管理の面が脆弱である
ことを考慮すると、小規模保育並みの基準に緩
和することには大きなリスクがあります。	  

命を守る指導・監査	  
	  
	  

１）保育所保育指針に従うことを、努力義務では
なく義務付けてください。	
	
２）一般事業主や従業員らが保育事業者の業務
の質に疑問を持った場合、誰がどのように介入
してくれるのか。責任の所在および、どのような
対抗措置ができるのかを明らかにし規定を作成
してください。	  
	
３）現行の都道府県による認可外の指導監督制
度を強化*するなど（「立ち入り調査」は特に重
要）、保育事業者任せにならない仕組みを作って
ください。	

無過失保険の適用	  
	  
民間の保険では、保育所側の過失が認められた
際にしか保険金がおりず、その為には裁判で保
護者側が保育施設の過失を立証しなければなり
ません。スポーツ振興センターの無過失保険を
適用・加入を義務化してください。	

補助金の使途確認を	  
	
保育士に支払われるはずの賃金が他の用途に
使われないよう、チェック体制を明確にし、厳正
な管理を求めます。	  

長時間保育への配慮	  
	  
企業が多様な保育サービスを提供すると、22時
までの延長保育など、長時間保育の設定になり
がちです。	  
国として長時間労働の是正を大きく掲げている
今、長時間保育がメリットとして推奨されることの
ないよう、慎重な対応を求めます。	

施設の透明性を	  
	
社員の子どもを守るという名目で、周辺から見え
なくされた保育所は、密室での保育となり、親が
保育の実態に気づけません。不透明な施設運営
がなされることのないよう、指導を検討してくださ
い。	
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子どもの安全がないがしろにされる「一億総活躍」は、 
 

誰ものぞんでいません。 
 

大切な命を、守れる制度にしてください。 
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